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公教育の変貌に応えうる学校組織論
の再構成へ

─「教職の専門性」の揺らぎに着目して─
筑波大学 浜 田 博 文

● 特集：学校組織のリアリティと人材育成の課題

１　「学校組織のリアリティ」を捉える視角
　戦後70年の間に，日本の学校は量・質ともに，じつに大きな変動を経験して
きた（1）。そして学校をとりまく基盤条件と学校組織を構成する諸条件は，過
去に経験のない状況をなしている。そのため，既知の視点や枠組みを単純に適
用するだけでは「学校組織のリアリティ」を捉え損ね，適切な将来展望を描け
ない可能性がある。
　本誌特集が「学校組織のリアリティ」に着目するのは，第一に，学校をとり
まく諸条件が“未体験ゾーン”に進入する中で，学校組織の内実はいったいど
うなっている（いく）のか，的確な議論が不足していると考えるからだろう。
例えば，義務教育後の進学率が上昇する一方で，初等・中等段階の学校教育は
“縮小”を続けている。文部科学統計要覧（平成27年度版）によれば，2014年
度現在，日本の国・公・私立小学校は20,852校（在籍者は6,600,006名），同じ
く中学校は10,557校（在籍者は3,504,334名）である。20年前の1994年度と比較
すると，それぞれ，84.6％（24,635校）と76.9％（8,582,871名），93.5％（11,289
校）と74.9％（4,681,166名）で，戦後最小となっている。これらの数値は学校
組織に様々な質的変化をもたらす。児童生徒総数は，学校規模（児童生徒数・
学級数・職員数）や学級・学年規模，あるいは通学区域の範囲（通学距離・時
間，人口・世帯数等）等に連動し，学校の組織・経営の態様にかつてない状況
を引き起こす。これらのリアリティを把握する上で，学校に関わる量的・質的
な基礎データを用いて多面的なモノグラフを描くことは，不可欠の作業だろ
う（2）。
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　また第二に，これらとは異なる政策的文脈で進行した諸制度の改革にも注目
する必要がある。例えば「民間人」の校長登用，株式会社立学校など，公立学
校を「官」の独占から「民」にも開く改革がなされてきた。先般の教育委員会
改革は，教育長の「政治的任用職」性を高めて首長権限を強化（選挙を通じた
民主性の強化）し，教育行政の独立性・専門性を後退させた（3）。また，学校
の運営や評価において地域住民・保護者を主体者とする制度（学校評議員制，
学校運営協議会，学校関係者評価など）は，個別学校レベルでの官僚統制から
民衆統制へ，あるいは専門職統制から素人統制へという公教育統治システムの
変化を象徴する。それらは従前の学校組織の常識を突き崩す内容を含んでいる。
　英米に目を向けると，英国ロンドンのハックニー区や米国ワシントン D.
C. では地方教育行政のドラスティックな改革事例がみられる。ハックニー区
では教育行政組織自体の機能不全という有事に際して，「民による教育行政の
包括的再生プロジェクト」が断行された（4）。広瀬はこの事例の緻密な分析に
基づいて，「様々な条件が揃えば，『民営』というツールは行政組織を凌駕する
効果を発揮するということである」（5）と指摘している。またワシントンD.C. 学
区では，教育委員会の機能不全への批判から教育行政権限の市長への委譲とと
もに教育委員・教育長職が廃止され，市長の指名による「教育監」職が新設さ
れた。抜擢を受けた教職・教育行政経験をもたない教育監は，学校統廃合，教
職員・教育行政職員の大量解雇，教員人事制度改革などを断行した（6）。山下
等の分析から，教育監の業務が焦点化・限定化されたことで，「成果に結びつ
きうる教育ビジョンの保有や，それに基づき政策を形成・実行できる信念や能
力の方により一層照準が当てやすくなった」とみられる（7）。
　こうした海外の事例がわれわれに投げかけるのは，これまで学校組織とその
理論を支えてきた「教職
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の専門性」（8）原理がある種の限界に直面しているので
はないかという疑問である。
　公教育制度及び学校の組織・経営をめぐって，「教職

4

の専門性」を軸に据え
た議論は数知れない（9）。それは，「いわゆる『教職の専門性』原則とは，『近
代教育』とくに『近代公教育』の成立展開とともに一般化されるようになった
…『近代教育』の組織原理」（10）であり，公教育の仕組みと理論を成り立たせる
最も基本的な原則の一つだからである。他方で，その確立を意図する議論は教
師個人の主体性と努力を求める規範論の性質を帯びる。その完遂はほぼ不可能
ではあるが，公教育の仕組みと理論には不可欠のベースでもある。このように
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「公教育」と「教職の専門性」は再帰的関係にある。
　ところが，先掲のように現代公教育の改革と事実の進行は，「脱教職化」の
様相を呈している。ここでわれわれは，学校組織の実態分析と「教職の専門
性」概念の関係をどう考えればよいのだろうか。「教職の専門性」の揺らぎを
いかに受けとめて，学校組織論のリアリティをどのように再構成すべきなのか。
小論の初発の問題関心はそこにある。以下では，この観点から，ガバナンスの
制度改革と，最近注目を浴びている「チーム学校」論について検討を進める。
それを踏まえて，「教職の専門性」の揺らぎのもとで学校組織論を再構成する
方途について若干の考察を試みたい。

２　ガバナンス改革における「教職」の位置―公教
育の「脱教職化」

　学校のガバナンス改革は，従来想定されていなかった変化を日本の公教育に
もたらした。「ガバナンス（governance）」とは，「公」的事業の提供主体を
「官」＝政府（government）の専有から「民」＝非政府アクター（住民，企業，
NPO 等）に開放して「民による共同統治」のもとに置くことを含意する（11）。
関連学界ではその概念やそれに即した諸施策について議論され（12），学校ガバ
ナンスの新たなアクターにスポットを当てた研究もなされている（13）。ところ
が，「教職の専門性」概念に引きつけた考察はほとんど手つかずと言ってよい。
　総じて，学校のガバナンス改革は，学校の組織と経営を「脱教職化」する指
向性が強い（14）。学校の責任体制と校長のリーダーシップの確立を掲げた施策
は任用資格要件の「厳格化」ではなく「緩和」を行い，教職に無関係の「民間
人」を任命権者の胸三寸で登用することを可能にした。民間企業の組織マネジ
メントの発想と手法が教育委員会や学校にも必要だと謳われて，そのための研
修が各地で導入された。職員会議を「校長の補助機関」として教員の参画に歯
止めをかける一方で，学校運営協議会には非
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教職の住民・保護者を位置づけて
重要事項の意思決定への参画を正当化した。
　もちろん，学校における教員の職務が軽減されたわけではないし，学校経営
上の役割が社会的に後退したのではない。しかし，近年の政策展開と議論には，
「教職は学校教育の成功に欠かせない」という前提が希薄化している。こうし
た動きを捉えて，教師の「脱専門職化」という視点から教員政策を批判的に分
析する論考がある（15）。しかし，公教育の現実進行に照らし合わせて「教職の
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専門性」概念自体を問い直す意図はうかがわれない。
　ある職業者集団が「専門職」と認知される要件は諸説あるが，少なくとも，
⑴高度で体系的な専門知識・技能の必要性，⑵職務の自律性，⑶職業規範や倫
理観の高さ，を挙げることに異論はないだろう（16）。教職を「専門職化（pro-
fessionalization）」すべきという議論が日本で活発化する1960年代後半時点で，
すでに諸外国では多種多様な職業・職種がそれと称されており，「専門職の定
義は百花繚乱」（17）の状況だった。竹内はそれらを丁寧に分析した上で，教職を
「準専門職」と位置づけた（18）。
　教職の職務遂行に不可欠な知識・技能の体系は不明瞭である。量的な安定供
給を維持するには，免許状取得ルートの一定の開放性が不可欠である。そうで
あれば，教職の代替不
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可能性は実現困難である。また被雇用職業で，しかも公
立学校では公務員の身分を伴う教職にとって，自律性の確保は絶えず課題を抱
える。教育の平等性と卓越性が国家を挙げて追求され，達成目標とカリキュラ
ムの国家基準が明示される一方，保護者・子どもからの上級学校進学ニーズが
高いという条件のもとでは，教師の「教育の自由」は「国家」からも「国民」
からも強い抑制を受ける。職業規範や倫理観の高さは辛うじて教職に該当しそ
うにみえるが，戦前の聖職者像を引き継ぐ精神主義的・道徳主義的な行動規範
に囚われているとすれば，他律性を否定できない。先の３要件に照らせば，
「教職は専門職として完璧ではない」という答に辿り着く。
　もとより，1990年代以降，「科学的技術の合理的適用」ではなく「行為の中
の省察」を軸として専門職の職務原理が把握されるようになり（19），専門知
識・技能に対する解釈は変化してきた。西脇は，組織研究の視座から「プロフ
ェッショナル研究」をレビューして，1950～1960年代に基盤形成された「官
僚制ベース研究」と1980年代にアイデアが提起されて1990年代以降に本格化
する「知識ベース研究」に分類整理している（20）。「官僚制ベース研究」は専門
知識・自律性・職業規範の獲得や保持をプロフェッショナルの資質と捉えてい
たのに対して，「知識ベース研究」は知識を駆使して問題の設定・解決ができ
る実行者であるかどうかに注目するようになった（21）。こうした展開は，学校
組織論のベースが技術合理性から非合理性へとシフトした経緯と符合する（22）。
　しかし，教職が被雇用職業である点や，精神主義的・道徳主義的な規範・倫
理観において，この間に大きな変化があったわけではない。むしろ，アカウン
タビリティを主軸とした種々の制度改革は，学校・教職を可視的な成果の追求



日本教育経営学会紀要第 58 号・2016 年40

へと方向づけて，教職の自律性の発揮を抑圧する傾向が強い。そして，非
4

教職
のステークホルダーを学校経営の正当アクターに位置づけるガバナンス改革は，
学校組織における教職の位置を相対的に劣位化しているとさえいえよう。

３　「チーム学校」論議にみる学校「教育」の視野
　中央教育審議会の審議を重要な契機として，「チーム（としての）学校」が
注目されている。2014年６月の諮問後，「チームとしての学校・教職員の在り
方に関する作業部会」での討議を経て2015年12月に答申「チームとしての学校
の在り方と今後の改善方策について」（以下，「チーム学校答申」と表記）が提
出された。このとき，初等中等教育分科会・教員養成部会を中心に審議された
答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について～学び合い，
高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて～」と生涯学習分科会・学校地
域協働部会で審議された答申「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学
校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について」も同時に出され，
「チーム学校」はそこでもキーワードの一つとされている。
　答申において「チーム学校」像は，「校長のリーダーシップの下，カリキュ
ラム，日々の教育活動，学校の資源が一体的にマネジメントされ，教職員や学
校内の多様な人材が，それぞれの専門性を生かして能力を発揮し，子供たちに
必要な資質・能力を確実に身に付けさせることができる学校」と説明される。
これ自体は何の変哲もない学校経営論だが，審議過程では今の学校組織が対峙
するあらゆる問題が議論され，教員養成と学校地域協働に絡ませて政策文書に
盛り込まれた。中でも「学校のマネジメントモデルの転換」を図る視点の筆頭
に「専門性に基づくチーム体制の構築」が挙げられたことは，大きなインパク
トをもった。それが強調された背景には，次の二点に関わる審議があった。す
なわち，多様化・複雑化する学校課題への対応と，教員の多忙の軽減，である。
　前者は，「アクティブ・ラーニング」をはじめとした教育課程上の新たな課
題とそれに対応した教員の指導改善およびカリキュラム・マネジメントの重要
性，社会経済的な変化に伴う生徒指導上の課題，さらには家庭・地域にも広が
りをもつ広範な問題状況への対応を包摂する。特に生徒指導上の課題への対応
では，「教職員が心理や福祉等の専門家や関係機関，地域と連携し，チームと
して課題解決に取り組むことが必要」だと強調し，カウンセラーやソーシャル
ワーカーの活用にスポットを当てている。後者の多忙に関連しては，2014年6
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月に公表されたＯＥＣＤのＴＡＬＩＳ調査結果も追い風となり，事務業務の多
さと長時間勤務の解消は「子供と向き合う時間の確保等のための体制整備」に
欠かせないとみられるようになった。そこから，「教員が行うことが期待され
ている本来的な業務」以外の業務を多様な「専門スタッフ」などと役割分担す
る必要が強調される。このようにして，「チーム学校答申」は，①教職員の指
導体制の充実，②教員以外の専門スタッフの参画，③地域との連携体制の整備，
を通じた「専門性に基づくチーム体制の構築」を提言した。
　政策サイドに，教職員定数改善の困難さを踏まえて教員以外の多様な専門ス
タッフの配置を「定数」化するねらいがあることは言うまでもない。少子化は
確実に学校の小規模化を促し，教職員一人あたりの業務負担はむしろ重くなる。
教員の業務範囲は旧来のままで，しかも児童生徒や家庭等が抱える問題状況は
多様化・複雑化している。そうした現実に対処するには，教職員間の協力だけ
でなく，「教員の本来的な業務」以外は各業務の専門家に委ねつつ，教員と多
様なスタッフが役割分担と協働を進める「チーム」をつくる必要がある。この
種の言説は，「チーム」という耳慣れた表現の効果も手伝ってあらゆる関係者
に受容されやすい。ただし，それが「子供と向き合う時間の確保等のための体
制整備」として結実するには，乗り越えるべき多くのハードルがある。
　第一に，学校という単位組織が責任をもって対応すべき問題の範囲はむしろ
拡大するにちがいない。2012年の国民生活基礎調査（厚生労働省）に基づく日
本の相対的貧困率は16.0％で，17歳以下の子どものそれは16.3％にのぼる。「子
どもの貧困対策の推進に関する法律」（2014年１月施行）に基づく「子供の貧
困対策に関する大綱」（同年８月閣議決定）は，「学校を子供の貧困対策のプラ
ットフォームと位置付け」る方針を提示した。「貧困の連鎖」を断ち切ること
は喫緊の社会的課題であり，その施策は総合性を要する。大半の子どもが長時
間を過ごす場である学校は，不登校，いじめ，虐待，就労困難等の具体的問題
に関わらざるを得ない。「プラットフォーム」としての位置づけは，学校が包
摂すべき業務範囲を拡大はしても縮小へ向かうことはないだろう。
　第二に，そのため「教職の専門性」とは異なる専門性をもつ多様なスタッフ
を各学校に配置する必要性は説得力をもつが，教員，教頭（副校長），校長等
という従前からの教職スタッフの業務負担が軽減される見込みは薄い。理由は
いくつかあるが，「教員」と「それ以外の専門スタッフ」に要請される「専門
性」の質的差異は見過ごせない。ある職業者集団が競合する他集団に対して優
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越的地位を獲得し，やがて独占を維持するようになったとき，「専門家（職）」
は成立する（23）。幅広い業務にあたってきた集団がその一部を新たな専門家に
委任すれば，当該領域に関わる判断は一任できるはずなのに，現実はそうなら
ない。それは，「専門性と専門家の間にずれがある」（24）からでもあるが，学
校・教職について言うなら，元来，教職が「ゼネラリスト」として子どもの教
育に携わっており，業務分類が困難な性質をもつからである。だから，特定業
務の「スペシャリスト」が設けられたとしても，教員はそれらを包摂した「ゼ
ネラリスト」としての役割から解放されるわけではない。「チーム学校答申」
が「学校のマネジメント機能の強化」，とりわけ管理職や主幹教諭等のリーダ
ーシップの重要性を強く説くのはそのためである。学校には多様な「スペシャ
リスト」を包摂しつつ，組織としての統合性を高めるためのマネジメントが必
要になり，その“舵取り”は，「教職の専門性」を柱にするほかない。
　そして第三に，地域の人々や諸機関等との連携を含めた学校のマネジメント
の重要性はこれまで以上に高まり，学校管理職の役割期待はその点でも大きく
なる。だから「チーム学校答申」が管理職のリーダーシップ，養成・選考・研
修の重要性等を強調するのは当然である。しかし，教頭（副校長を含む）の職
務が抱え続けている問題はもっと正視されるべきである。全国公立学校教頭会
の調査によれば（25），「時間割に位置づけられた授業」を週あたり５時間以上も
つ教頭は，３割以上を占める。自分が本来取り組みたい職務として４～５割が
「職場の人間関係づくり」「教職員の評価・育成」「校内研究・研修」を挙げる
一方，現実に時間を費やしている職務は，75％以上の圧倒的多数が「各種調査
依頼への対応」，次いで40％以上が「保護者・ＰＴＡとの連携」と答えている。
55%～60% の教頭は日頃の勤務時間を12～14時間だと答え，約40％は，週休日
に「地域行事」に参加する日数が年間「５日以上10日未満」だとしている。
「チーム学校答申」が想定する「多様な専門スタッフ」はこうした教頭の業務
を分担できないし，むしろ教頭職務の内容を膨張させる要因になる。さながら
輻輳制御装置となっている教頭にかかる負荷は増大するにちがいない。
　以上から，「チーム学校」像は，従来よりも幅広い「教育」を射程にいれた
マネジメントを必要とし，教員の多忙軽減には向かわない可能性が高い。
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４　「教職の専門性」の準拠基盤としての学校組織
論に向けて

　ここまでの議論から，近年の学校は，非教職および学校外部からの統制を強
化される一方，業務の専門分化と非教職の専門スタッフ配置等を通じて，包摂
すべき「教育」の拡張を余儀なくされている。ここにおいて「教職の専門性」
はどのように捉え返されるべきだろうか。
　ウィッティー（G. Whitty）は1999年に，1950年代以降の英国の教育政策と
教職をめぐる議論展開を踏まえた上で，「教育専門職による閉鎖性と国家によ
る閉鎖性をともに避ける」可能性をもつ概念として「民主主義的な専門職性」
概念を提起した（26）。デモクラシーと専門性の相克関係に着目して先進国の政
策形成を分析した内山ら（27）が両者の「和解」の緒を「開かれた専門性」に見
出そうとするのも，これに近似する。国家と市場からの統制，専門職の自己統
制，さらに多様な専門スタッフとの協働が絡み合う中で，学校における教育と，
その中での教職の専門性はいかに再定位できるか。元来「閉鎖性」が緩く，代
替不可能性が甘い教職の専門性にとって，さらに「民主主義的な≒開かれた」
状況をつくることで事態はどれほど打開できるのだろうか。「正しくない意見
をいくら集約しても正しい結論は引き出せないし，一貫性を欠く結論が出てき
た場合でも，誰にも責任を負わせることはできない」という討議民主主義が抱
える問題は，そこにも該当しよう（28）。
　進藤は医療専門職を対象とした分析から，「専門職によるコントロール」（専
門職の「専門職支配」と「自律性」）及び「専門職へのコントロール」という
問題領域を示し，1970年代を通して前者から後者への相対的移行があったと述
べる（29）。前者は，①専門職―クライエント関係，②専門職―コメディカル関
係，③専門職―社会政策関係，④専門職－専門職関係の位相をもち，①～③は
「専門職支配」構造に，④は専門職の自律性あるいは自己規制に関わる。後者
には①専門職―クライエント関係，②専門職―コメディカル関係，③専門職―
専門職関係，④専門職―管理・経営者関係の位相がある。このうち①は「消費
者志向」と「患者の権利」概念の浸透にあたる。②と③では法人組織医療の普
及による医療専門職の相対化と病院評価や同僚審査あるいは医事訴訟などを通
じた市民社会的コントロールの拡大が専門職に「自己規制」を求めた。④は②
と③をさらに「病院経営」という文脈から統制する仕組みと理解できよう。
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　ここで，「チーム医療」に関わる②について補足しておこう。「コメディカ
ル」とは，医学・医療の高度化・専門分化を通じてつくられた多数の補助職種
を指すが，医療領域では「医師」がすべての関連職種に優越する権限をもつ。
「病院組織化」を前提に広がった多様なコメディカルとの協業による「チーム
医療化」は，「専門職へのコントロール」の契機を含むものの，包括的権限を
付与された医師へのさらなる権限集中をもたらすという見方もできる（30）。
　こうしてみると，伝統的専門職と呼ばれる医師にあっても，その専門性をと
りまく統制環境は，国家，市場，クライエント，他医療職種を主要なアクター
として複雑な様相を呈している。だがこれを捉えて進藤は，専門職論はこうし
た変容を「脱専門職論」や「下層降下論」などの「下降変容」と捉えてきたが，
「それは現実を正確に反映した把握とはいえない」だけでなく，「専門職に付与
された『自律性』の正当化根拠という観点を忘却している」と批判する（31）。
要するに，専門職は依然として自律性を解かれるわけではなく，むしろ外圧に
よる規制ではなく真の「自己規制」によってその内実を担保すべきだという。
　教職の専門性に引きつけると，学校における「教育」が拡張され，その包括
的なマネジメントを含めた「教育

4

の専門性」が求められると，この「自己規
制」の困難さは増すことになる。多様な専門スタッフを包摂して「自己」を再
定義し，協働で専門性と自律性の内実を創るというのも一案だろうが，それは
カウンセラーやソーシャルワーカーの職務の固有性と相反する。かといって，
「専門家の学びの共同体としての学校」（32）づくりの称揚と推奨だけでは内部閉
塞を繰り返すだけである。だとすると，教職の専門性が準拠すべき「正当化根
拠」はどこに求めうるだろうか。それこそが，学校組織論（研究）だと考える。
　教員以外の専門スタッフが置かれて「教育」が拡張されても，学校教育にお
ける「教職の専門性」によるコントロールは最重要の位置にある。それだけに，
たとえ多様な専門スタッフを交えたとしても，いや，交えることになるからこ
そ，学校内部の「同僚性」や協働を唱えるだけでその準拠基盤を構築できるも
のではない。かといって，国家による基準づくりや，多様な国民・市民の参加
が専門性の内実を形作るわけでもない。
　ここにアクターの一角を占めるべきは，研究者コミュニティであろう。とり
わけ学校組織論の学術的基盤を確かなものにする必要がある。その過程は，実
践者と研究者との間で互いが保持し，生み出す「実践知（practical knowl-
edge）」と「フォーマルな知（formal knowledge）」の交流を必須要件とす
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る（33）。医療専門職の社会学的分析を行ったフリードソン（E. Freidson）は，
「プロフェッショナリズムという制度は，研修・資格証明・実践の統制と，知
識とスキルを創造し洗練することの支援・組織化によって，専門学術分野
（disciplines）を体系づけ発展させる」（34）と述べる。彼によれば，「専門分化さ
れたフォーマルな知識・スキルのまとまりを発展させるためには，同じ志をも
つ人々の集団が必要である。つまり，それを学んで実践し，それに一体感を抱
き，それを他の分野と区別して，なんらかの共通する課題，技術，概念，職務
上の問題に関わる研修と経験をともにすることをもってお互いを同僚だと認め
合う集団である。そのような集団は，お互いの仲間を捜し求めることに心を傾
ける。」（35）。このような性質を持つ専門学術分野のコミュニティ（disciplinary 
community）を，教職実践者と研究者の協働によって創ることが，「教職の専
門性」に確かな基盤をもたらすことになるのだと考える。今後の研究と教育の
課題としたい。
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